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 経営戦略の策定及び中間見直しについて                              

本経営戦略は、経営の健全化と経営基盤の強化による事業経営の持続を基本

方針とし、取組み項目の実現により経費削減と料金の収入確保を図り、将来にわ

たり安心・安全な水道水を安定的に供給できる上水道事業の確立を目指すもの

です。 

  総務省のガイドラインでは、経営戦略の策定にあたっては、「投資試算」及び

「財源試算」の将来予測と「収支ギャップ解消」に向けた取組みの方向性を示し、

計画期間は１０年以上とすることが示されています。 

  平成１７年１０月の市町村合併に伴い、水道料金統一を平成２１年４月に実

施して以来、純損益は黒字を維持し続けてきました。しかし、給水人口の減少や

大口使用者の市内撤退により収入が減少傾向にある中で、今後、老朽化した施設

や管路の整備・更新に多額の費用が必要となる見込みです。 

加えて、令和２年度に７つの簡易水道事業を水道事業に統合したことに伴う

減価償却費の発生により、令和３年度以降は純損益が赤字となり、現状の経営状

況がこのまま継続すると、令和１４年度には資金が枯渇する可能性があるなど、

大変厳しい財政見通しとなっていました。 

これらを受け、本市水道事業が将来にわたって安定的に事業を継続していく

ための指針として、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を令和５年３

月に策定しました。 

また、総務省は「経営戦略は策定して終わりではなく、毎年度、進捗管理（モ

ニタリング）を行うとともに３～５年毎に改定していく必要がある」としている

ことから、今回、４年ごとに検証を行うこととしている「料金改定と実施計画の

達成状況の検証及び評価」を行い、その結果に基づき、本経営戦略について必要

な見直しを行いました。 

引き続き中長期的な視点に立った経営を行い、経営基盤強化及び財政マネジ

メント向上の実現を目指すとともに、料金改定の見直し期間に併せ、４年ごとに

各目標の達成度の検証及び評価を基に、今後の施策や投資・財政計画を見直すこ

とで、より質の高い計画となるよう努めていきます。 

 

 

 計画期間の見直し                              

杵築市水道事業経営戦略の計画期間は、４年ごとの検証及び見直しのサイク

ルに合わせるため、策定時の計画期間１０年間から２年延長し、令和５年度から

令和１６年度までの１２年間とします。 
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 第１章 現状と課題                              

１．事業概要 

本市水道事業は、昭和２９年１２月に守江簡易水道事業が公営水道として創

設されたのを皮切りに、昭和３１年７月に杵築市水道事業、昭和３９年８月に

山香町水道事業が創設され、その後も順次簡易水道事業の創設によって給水区

域が拡張されてきました。 

平成１７年１０月１日に当時の杵築市・山香町・大田村が合併して現在の杵

築市が誕生したことに伴い、新たに杵築市水道事業と７つの簡易水道事業（守

江・相原・豊洋・山浦・久木野尾・向野・俣水）としてスタートしました。 

その後、令和元年度に相原簡易水道事業を、令和２年度には残りの６簡易水

道事業を水道事業に統合し、計画給水人口２６,５５６人、計画一日最大給水

量１２,８３８.９２㎥を目標に事業運営を行っています。 

令和６年度末の行政区域内人口２６,０３３人に対して給水人口は２１,４

４６人、水道普及率は８２.４％となっています。 

 

＜杵築市水道事業給水区域＞ 
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２．水道施設の状況 

（１）水源 

主な水源は表流水であり、全体の６８％を占めています。杵築地域では八坂 

川を水源とした表流水が原水の多くを占めており、以前は渇水期等で水の確保

が厳しい時期もありましたが、ボーリング設備（水源地２か所、浄水場１か所）

の設置により、以前のような心配はなく安定した取水ができています。 

取水については、浄水場のボーリング設備は常時稼働していますが、水源地

のボーリング設備については、大雨等で表流水が高濁度となった場合のみ稼働

しています。 

また、山香地域の水源は地下水と湧水がほぼ半々となっており、大田地域 

の水源はすべて地下水となっています。 

 

＜水源の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）浄水場及び配水池 

基幹施設である杵築浄水場（土木構造物の耐用年数６０年）については、昭

和４８年の稼働から５３年が経過するなどかなり老朽化が進んでいますが、機

械設備や建屋の経年劣化が激しい一方で、平成２４年度に実施した調査により、

水槽等のコンクリート躯体は劣化がほとんど進行していないことが確認され

ました。 

こうした状況を踏まえ、水槽等のコンクリート躯体部分に耐震化を施すとと

もに、機械設備や建屋の改修を一体的に行う杵築浄水場更新工事を令和５年度

から令和１０年度の６か年計画で実施しています。 

配水池関連については、令和元年度に山香地域の小野尾浄水場の配水池にろ

過器を新設した以外は更新ができておらず、全体的に老朽化が進行しているこ

とから、耐震化も含めた計画的な更新が課題となっています。 
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＜施設の概要＞ 

 

 

 

 

 

 

＜杵築浄水場更新工事（進捗状況と今後の予定）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）給水量・一日平均給水量・一日最大給水量 

給水量及び一日平均給水量は、令和２年度に簡易水道７事業を水道事業に統

合したことで増加したものの、令和３年度以降は給水人口の減少等に伴い減少

傾向となっていますが、一日最大給水量は年度間で大きく増減しています。 

令和６年度の年間給水量は２,７４６千㎥、一日平均給水量は７,３６４㎥／

日、一日最大給水量は９,５０３㎥／日となっています。 

 

＜給水量の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

杵築浄水場更新工事（１,２９５,２６８千円）

・土木工事(汚泥槽)発注

・基幹管路(導水管・配水管)測
量設計委託・用地買収
・基幹管路(導水管・配水管)工
事発注準備
・基幹管路(導水管・配水管)工
事発注

・土木工事（薬品沈殿池耐震
補強、軽量地盤）発注
・中央制御棟建築・解体・機
械・電気工事発注準備
・中央制御棟建築・解体･機
械・電気工事発注

・土木工事(汚泥槽)発注準備

7月～
　　9月

10月～
　12月

1月～
　　3月

4月～
　　6月

7月～
　　9月

・土木工事（薬品沈殿池耐震
補強、軽量地盤）発注準備

1月～
　　3月

4月～
　　6月

7月～
　　9月

10月～
　12月

1月～
　　3月

4月～
　　6月

令和10年度
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～

項　目
令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

1月～
　　3月

4月～
　　6月

7月～
　　9月

10月～
　12月

2,763 2,780 2,795 2,832 2,748

3,065
2,847 2,813 2,779 2,746

7,572 7,598 7,658 7,760 7,531 8,399 7,802 7,721 7,443 7,364

9,973 9,569 9,302 9,616 9,652
11,151 10,728 11,636

10,105 9,503
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一日平均給水量（㎥/日）

一日最大給水量（㎥/日）

給水量（千㎥） （千㎥）

施設能力 １２,８３８㎥/日

有収水量密度 ０.２９千㎥/ｈａ

６３％施設利用率

３か所
（ろ過器を有するもの）

浄水場設置数

２１か所配水池設置数
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（４）管路 

令和６年度末の水道管路の総延長は、４３４.７５km であり、管路の老朽化

に伴う漏水等の事故の増加が課題となっています。 

特に、導水管・送水管・配水本管といった基幹管路については、漏水事故時

の影響が大きいことから、水道事故の未然防止と耐震化を図るため計画的に更

新工事を進めていく必要があります。 

また、山香地域の統合簡易水道は法定耐用年数を超えた管路の割合が６ 

６％に達するなど、今後も高度経済成長期に布設された管路が次々と更新時期

を迎え、更新需要が高まることから、計画的な管路更新が課題となっています。 

管種では塩化ビニル管（ＶＰ）が最も多くを占めており、その半数が経年管

として位置付けられています。次いで鋳鉄管（ＤＣＩＰ）が多いものの耐震化

工事の進捗に伴い、半数近くがポリエチレン管（ＰＥＰ）へと置き換えられて

います。 

 

＜管路の布設状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．水道料金の状況 

本市では、令和５年１月２０日（令和５年４月請求分から）に、水道料金を

平均１３％引き上げる改定を実施しました。平成２１年度に市町村合併に伴う

料金統一のための改定を行って以来１３年ぶりとなります。 

改定の主な理由としては、簡易水道７事業を水道事業に統合したことによ 

る純損益の赤字化や、水道管路等の老朽化対策としての更新費用増加が挙げら

れ、料金体系を用途別から、より公平性の高い口径別へと変更するとともに、

基本水量制を廃止しました。この改正により、令和５年度及び令和６年度は黒

字を確保することができました。 

法定耐用年数を超

えた管路の割合

簡水：大田 11.8km

杵築市水道事業管路状況

簡水：大田 0%

杵築水道事業
434.8km

上水道
281.2km

統合簡水
153.6km

上水：杵築
171.7km

上水：山香
109.5m

簡水：杵築 44.5km

簡水：山香
97.2km

14%

9%

21%

66%

上水：杵築

上水：山香

簡水：杵築
簡水：

山香
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今回の見直しでは、令和８年度予算額を基礎として、近年の物価高騰等の社

会情勢を勘案し、物価上昇を見込むべき費用や人件費の上昇率を考慮した上で、

将来の財政計画を策定し、料金改定の必要性を検証しました。 

検証の結果、物価上昇率について、これまでの設定（おおむね０.３％）よ

りも高い値で設定（２.０％）したこと等に伴い、策定時よりも各年度におけ

る純利益が減少（又は赤字化）することとなりましたが、経営戦略の最終年度

である令和１６年度の資金残高は２億円を維持しており、経営戦略で定める目

標の一つは達成できる試算となりました。 

今回、水道料金が適正であるかを検証するにあたり、公益社団法人日本水道

協会が作成した「水道料金算定要領」及び「水道料金改定業務の手引き」に基

づき、総括原価方式を用いた試算をしました。総括原価方式は、公営企業会計

の料金算定に推奨されている方式で、多くの公営企業会計が採用しており、今

回の算定期間における総括原価の試算では、水道料金を２４.２％引き上げる

改定が必要であるとの結果になりました。 

しかしながら、改定率２４.２％の料金改定では、物価高騰が続く中におい

て利用者への負担が大きくなりすぎること、また、本市の水道料金の水準が県

内でも上位に位置する状況であることから、今回の見直しでは、各年度の決算

において収支均衡（計画期間中における累計純損益がプラス）となる１３％の

引き上げを行うことになりました。 

今後も、安定的な経営に資するよう、４年ごとに料金水準が適正であるかの

検証を行っていきます。 

 

＜県内の水道料金の状況＞ 
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3,755 

3,710 
3,650 

3,465 
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2,530 
2,195 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000

姫島村
九重町
中津市

杵築市
宇佐市

竹田市
国東市
由布市

豊後大野市
日田市
玖珠町

佐伯市
臼杵市

大分市
別府市

津久見市

豊後高田市
日出町 （円）

１か月当たりの水道料金（税込、口径13mmで１か月20㎥使用した場合） ※令和７年４月１日時点
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＜水道料金表（１か月分：税抜き）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．組織の状況 

   水道事業は様々な分野（経営・経理・料金・契約・広報・建設・維持管理・

給水・浄水・水質・計画等）で構成されており、それぞれの分野において専門

性に富んだ人材を適切に配置することが求められます。 

しかし、技術職員については平成３０年度以降、募集を行っても採用が少な

く、技術や知識を次世代の職員に確実に継承していくことが困難になってきて

います。特に浄水場の運転管理業務については、職員が年々高齢化する中、退

職者の補充に対する応募者もなく、技術の継承や職員の確保が難しくなってい

たことから、令和２年度に民間委託を実施するとともに、令和５年度からは窓

口・収納業務等についても民間委託を行いました。 

この結果、平成２９年度に２１名であった職員数は、令和７年度時点で１０

名にまで減少することになりました。人材の確保と技術力の継承は、全国の水

道事業においても共通の課題となっており、今後も課題解決に向け、県内の水

道事業体との情報共有を図るとともに、職員が将来を見据えた事業運営や施設

の更新計画等に集中できる体制づくりを整えるためにも、水道事業の広域化や

官民連携も視野に入れた取り組みを進めていきます。 

 

 

 

 

 

第１段 第２段 第３段 第４段 第５段

0㎥を超え 5㎥を超え 40㎥を超え 300㎥を超え 1,000㎥を

5㎥まで 40㎥まで 300㎥まで 1,000㎥まで 超える部分

13mm 634.93円

20mm 893.43円

25mm 1,831.80円

40mm 5,165.11円

50mm 9,098.51円

75mm 14,859.55円

（令和５年１月２０日改定）

口径 基本料金

従量料金（１㎥につき）

39円 170円 204円 171円 161円
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＜組織体制図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜職員数の推移・年齢構成＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．経営比較分析表を活用した現状分析 

附属資料１参照。経営比較分析表（令和６年度決算）を添付しています。経

営比較分析表では、経営及び施設の状況に関する経年比較や類似団体との平均

値、複数の指標を併せた分析を行っています。 

 

 

 

※上水道工務
係が兼務

※上水道管理
係が兼務

※水道・下水
で各１名

事業係 事業係

４名 ４名 （１名） （２名） ３名 ３名 ２名 １名

上水道
管理係

上水道
工務係

浄水係
工業用
水道係

下水道
管理係

下水道
工務係

上下水道事業会計支弁職員　１８名　（水道１０名、下水８名） 令和７年４月１日　現在

上下水道課⾧
山香振興

課⾧
１名

大田振興
課⾧
１名１名

9 10 9
6 6 6 5 5 5

12 10 10

7 6 6
5 5 5

21 20 19

13 12 12
10 10 10

0

5

10

15

20

25

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（人） 水道事業職員数の推移

事務職員 技術職員

0 1 2 3

25歳未満

25歳以上～30歳未満

30歳以上～35歳未満

35歳以上～40歳未満

40歳以上～45歳未満

45歳以上～50歳未満

50歳以上～55歳未満

55歳以上～60歳未満

60歳以上

（人）

職員の年齢構成（令和7年度）

事務職員 技術職員
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６．経営健全化の主な取組み 

水道事業の経営健全化に向けた主な取組みとして、浄水場運転管理等包括委

託業務が挙げられます。これまで直営で運営していた浄水場の運転管理業務を

令和２年度から令和４年度にかけ、民間委託しました。さらに令和５年度から

浄水場運転管理業務に検針業務・給水栓の開閉栓業務、窓口対応業務、杵築簡

易水道巡回点検業務の４業務を新たに追加し、包括的な業務委託を導入しまし

た。 

   委託費は増額となりましたが、人件費を大幅に削減できたこと、また業務が

増加・複雑化していく中で、職員が経営や財政・投資計画等のコア業務に集中

できる体制の推進が図られました。 

   今後も事業者としての責任を果たしながら、さらなる経営の効率化に努め

るとともに、官民連携についても検討していきます。 

 

＜経営健全化の主な取組み＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．計画の達成状況の検証 

今回の見直しにあたり、計画期間における過年分（令和５年度から令和７年

度）において、実績値と計画値との比較分析を行いました。（附属資料３参照。） 

収益的収支については、３年間（令和５年度から令和７年度）合計で約１億

１,８６７万円計画値より下振れする結果となりました。主な理由としては、

収入では、一般家庭の使用水量が減少するなど水需要構造が変化し、水道料金

収入が減少したことや、一般会計からの補助金が減少したことによるものです。

支出では、物価上昇が見込んでいたよりも高い値で推移したことに伴い、動力

費・薬品費などの費用が増加し、また、委託料についても計画値より増加して

おり、加えて令和７年度に計画時には想定されていなかった認可申請（県への

水道事業の変更申請）業務委託料１,３２０万円などの追加費用が発生したこ

とにより、全体経費が大きく増加したことによるものです。 

件 名 浄水場運転管理等包括委託業務

実 施 年 月 令和５年４月から

職員がコア業務に集中できる体制づくり

技術継承及び人員確保

民間技術の導入

危機管理体制の充実

災害時による相互協力体制の構築

効 果 等
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資本的収支については、浄水場更新工事の進捗状況に伴い、年度間の調整（令

和８年度の完成に伴って費用はピークとなる予定）はありますが、計画の総額

は変わっておらず、ほぼ計画どおりとなっています。 

資金残高については、令和７年度末で約３億６,４６０万円となり、計画よ

り約７,３４８万円下振れる結果となっており、全体的に計画値よりも厳しい

財政状況となっています。 
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 第２章 将来の事業環境                                

１．給水人口及び給水戸数の予測 

国立社会保障・人口問題研究所による将来人口推計における減少率を用いて、

給水人口及び給水戸数の推計を行っています。 

給水人口及び給水戸数の見通しは、令和２年度に７つの簡易水道事業を水道

事業に統合したことにより増加した地点を最大値として、その後は年々減少し

ていく見込みとなっており、計画期間最終年度の令和１６年度は給水人口１８,

８８８人、給水戸数９,９８４戸と推計しています。 

 

＜人口推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜給水人口・給水戸数の推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,666 5,049 4,523 4,000 3,792 3,482 2,943 2,367 1,957 1,701 1,575

21,081 19,872 19,487 18,824 18,035 16,068
13,487 12,308 11,381 10,371 9,048

7,348 8,449 9,277 9,807 10,075
10,378

10,378
10,523 9,953 9,424 9,138

76 936 181
257

1,191

34,095 33,370 33,363 33,567 32,083
30,185

27,999
25,198

23,291 21,496 19,761

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

杵築市の人口と今後の推移

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老齢人口（65歳以上） 不詳

推計値（国立社会保障・人口問題研究所）国勢調査

20,975 20,617
22,685 22,415 22,113 21,756 21,446 21,057 20,812 20,566 20,333 20,083 19,829 19,581 19,351 19,118 18,888

9,553 9,544
10,387 10,401 10,456 10,391 10,393 10,329 10,304 10,288 10,220 10,158 10,117 10,053 9,984 9,984 9,984

0

2,200

4,400

6,600

8,800

11,000

13,200

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（人） 給水人口・給水戸数の予測
給水人口（人）

給水戸数（戸）
簡易水道

の統合
（戸）
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２．水需要の予測 

給水量については、節水機器の普及や厳しい経済情勢による商業・工業の水

需要の低迷から、減少傾向で推移しています。令和２年度に簡易水道事業を水

道事業に統合した影響により給水量が一時的に増加していますが、令和３年度

には大口使用者の市内撤退により大きく落ち込んでいます。 

今後の水需要予測では、人口減少や一人一日あたりの水道使用量の減少によ

り、引き続き給水量が減少し、令和１６年度の年間給水量は約２,４３３千㎥

と推計しています。 

水需要の減少は、水道事業の経営に大きく影響することから、需要予測に応

じて機動的に施策を見直す必要があります。 

なお、推計方法については、国立社会保障・人口問題研究所による将来人口

推計における減少率を用いた推計を行っています。 

 

＜給水量の推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．料金収入の見通し 

料金収入については、簡易水道事業を水道事業に統合した令和２年度に大 

きく増加しましたが、令和３年度には大口使用者の市内撤退により急激に減少

しています。また、水道施設の老朽化による更新需要の高まりをうけ、水道事

業の経営悪化は避けられない見通しとなっていました。 

こうした状況から、経営改善に向け令和５年１月（令和５年４月請求分から）

に平均１３％の料金値上げを行いました。この改定により年間約５,０００万

円の収益増となったものの、給水人口や水需要の減少により料金収入が今後も

減少していく見通しであることに加え、物価高騰による諸経費の増加に対応す

るため、令和９年度及び令和１３年度にそれぞれ１３％の料金改定を行うこと

2,832 2,748
3,065 2,847 2,813 2,779 2,746 2,713 2,680 2,648 2,616 2,585 2,554 2,523 2,493 2,463 2,433

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（千㎥） 給水量の予測 給水量（千㎥）簡易水道

の統合
大口使用者

の撤退
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で収入を確保していくことを想定し、計画期間最終年度の令和１６年度の料金

収入を約４億８,８００万円と推計しています。 

 

＜水道料金収入の推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．組織の見通し 

平成２９年度に２１名であった職員数は、令和３年度に職員の退職や浄水場

運転管理業務の民間委託により１４名、令和５年度には浄水場運管理業務に４

業務（検針・開閉栓、窓口、簡水巡回点検）を加え、包括的な委託業務を開始

したことから技術職員５名、事務職員７名の計１２人体制となり、令和７年度

末時点で１０名まで減少しており、更に令和８年度から２名減となる予定です。

技術職員については平成３０年度以降、募集を行っているものの採用が少ない

状況が続いており、事務職員についても長期的には減少傾向となることが予想

されます。 

今後、水道事業における人員増は見込めないことから、最低限の人員を確保

し、国が推進する広域化、官民連携等を見据えながら業務の効率化を図り、適

正な人員確保に努めます。 

また、上下水道事業一体となった組織体制も視野に入れながら組織の再編 

についても検討していきます。 

 

 

  

376.1 368.5 403.6 380.1 373.9
414.3 413.1 411.4 413.1

463.4 458.8 454.2 449.6
503.0 498.0 493.0 488.1

0

100

200

300

400

500

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（百万円）

水道料金収入の予測 水道料金収入（百万円）

令和５年

１３％改定

令和９年

１３％改定見込

令和１３年

１３％改定見込
簡易水道

の統合
大口使用者

の撤退
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 第３章 経営の基本方針                               

本市の水道事業は昭和２９年の給水開始以来、市政の発展に伴い給水区域を

拡大し、普及率の向上と安心・安全な水道水の供給に努めてきました。 

水道は市民生活に欠かせない命を育む水であるとともに、非常時においては

命を救う水であるため、市民の信頼に応え、いかなる時にも途絶えることなく市

民の皆さまに届けなければなりません。これは水道事業者が果たすべき使命と

も言えるものです。  

平成２２年に策定した「杵築市水道ビジョン」では、『きれいで、やさしく、

おいしい水道を目指して』をあるべき姿（将来像）として、これまで安全で良質

な水道を安定的に供給すべく日々取り組んできました。 

しかし、水道事業を取り巻く状況は当時と大きく変化し、給水人口や水需要が

年々減少していく事業環境の下で、老朽化していく水道施設の維持管理、高まる

更新需要への対応、水道を担う人材の確保や技術の継承、他水道事業者との連携

促進や広域化、官民連携への取組等、様々な課題に直面しています。このような

状況の中で、これまでと同様に市民の皆さまに安心して水道を利用していただ

くためには、山積するこれらの課題の解決に向けた努力を絶え間なく行ってい

く必要があります。 

令和７年度と令和８年度で見直しを行っている「杵築市水道ビジョン」に基づ

き、本市の水道事業が、１０年後、２０年後、さらにその先の将来にわたって、

これまで築いてきた市民の皆さまとの信頼関係を継続できるよう、次のように

基本方針を定め、その実現に向け全力で取組みを進めていきます。 

 

基本方針 

（１）安心で安全な杵築の水道 

安心で安全な「水道水」を市民の皆さまに届けられるような水道を構築し

ます。 

 

（２）災害に強い杵築の水道 

自然災害等による被害を最小限にとどめるため、配水管の更新や耐震化を

進め、迅速に復旧できる水道を実現し、未来につなぎます。 

 

（３）健全で持続可能な杵築の水道 

水道を担う人材の確保と経営基盤の強化を図り、健全かつ持続可能な水道

を実現し、未来につなぎます。 
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＜実現に向けた取組み＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 基本方針 実現に向けた取組み

①水質管理の強化

②安全な水を供給するための施設整備

①安定水源の確保

②災害、事故に強い水道の構築

③漏水対策の推進

④危機管理体制の充実

①適切な資産管理の推進

②財務基盤の強化

③施設統廃合の推進

④人材確保と人材育成

⑤他団体との広域連携の検討

⑥民間活力の活用

Ⅱ.強靭

Ⅰ.安全

Ⅲ.持続

安心で安全な杵築の水道

災害に強い杵築の水道

健全で持続可能な杵築の水道
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 第４章 投資・財政計画（収支計画）                           

１．経営目標の見直し 

  本市水道事業では、将来にわたり持続可能な事業運営を目指し、老朽化が進

む施設や管路の更新・耐震化に取り組んでいます。そのためには、安定した収

入を確保するとともに、管路や施設の更新を計画的に実施することで事業費の

平準化を図る必要があります。 

給水人口や使用水量の減少により事業収益が減少する中で、令和５年度から

本格化した浄水場の改修事業には多額の費用を要することや、令和２年度に７

つの簡易水道事業を水道事業に統合したことに伴う減価償却費の発生により

今後の経営見通しが非常に厳しいことから、令和５年に平均１３％の料金値上

げを行いましたが、その後、料金改定を行わない場合、令和８年度以降の純損

益は赤字で推移し、令和１４年度には資金が枯渇する可能性がある、大変厳し

い経営見通しとなっていました。 

このため、３つの経営目標を設定し、経営目標のすべてが達成できる見込み

となるように、投資・財政計画を策定したところです。 

 今回、見直しを行うにあたり、目標②に定めていた『累積欠損金なし』につ

いては、目標①に定める『毎年の利益の確保』により達成されていくものであ

り、本市水道事業が現在抱えている累積欠損金が、浄水場更新事業の方針転換

により不用となった実施設計等に伴う経費を特別損失として一括処理したこ

とによるものであり、本来であれば取得資産の一部となり耐用年数に応じて減

価償却費に計上され、毎年度均等に費用化されていれば現在のような多額の累

積欠損金を抱えることはなかった性質のものであることを踏まえ、従来の目標

②については目標①に統合し、新たに『企業債残高の圧縮』を目標に定め、投

資額に対する企業債残高の適正化を図ることで経営の健全化を目指します。 

 また、目標①に定める『毎年の利益の確保』については、企業経営を行う上

で、毎年の黒字化は最低限クリアすべき目標ではありますが、人口減少が進み

定期的な料金改定を行わなければ収益が確保できない状況や昨今の物価高騰

の影響もあり、度重なる料金改定が使用者への過度の負担となることが明白で

あること、また、本市の水道料金の水準が県内でも上位に位置する状況である

ことから、従来設定していた『必要な事業の資金を確保するため、毎年の利益

を確保します』という目標を、『計画期間中の累計純損益の黒字化』に改め、

計画期間中における最低限の黒字化の達成を目標とすることで、使用者の負担

軽減と経営の健全化の両立を図ることとします。 
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＜杵築市水道事業の３つの経営目標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．投資計画 

建設改良事業を適切かつ計画的に進める観点から、投資計画については、配

水管整備事業と浄水場更新事業を２本柱として検討を行いました。 

その結果、計画期間の配水管整備事業を従来よりも４,６４０万円増額し、

毎年度１億５,７４０万円にするとともに、浄水場更新事業費として総額１０

億８,５００万円を計上し、令和５年度から令和１６年度の計画期間内の総事

業費を２９億７,３８０万円としています。 

 

＜設備投資額の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4

96.0 144.0
231.0

614.0

253.4
301.4

388.4

771.4

157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4 157.4

0

200

400

600

800

1,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（百万円） 建設改良事業費の見込み

配水管整備事業（総額１８億８,８８０万円）

浄水場更新事業（総額１０億８,５００万円）

目標①

目標② 

目標③
➡資金残高を２億円以上確保する。

➡計画期間中の累計純損益の黒字化。

 ※計画最終年度の令和１６年度末時点

３
つ
の
経
営
目
標

・毎年の利益の確保

・企業債残高の圧縮

・資金残高の確保

➡企業債残高を２１億円以下に抑える。  ※計画最終年度の令和１６年度末時点

新しい目標

目標①と統合

従来の目標

累積欠損金なし
➡営業活動の赤字を将来に繰り越ししません。

目標②
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３．経営目標達成の見通し 

経営戦略策定・改定のガイドラインでは、計画期間内の収支均衡を基本とし

ています。また、収支ギャップがある場合は解消に向けた取組みとして、投資

額の合理化や効率化、施設・設備のダウンサイジングや長寿命化、広域化、民

間活用、ＩＣＴや新技術の活用等を挙げています。 

しかし、管路等の老朽化が進行する中、投資額を抑えることは厳しく、ダウ

ンサイジングの実現性や広域化等の効果を現時点で正確に予測することも困

難と言えます。 

このため、今後も経営健全化についての取組みを進める一方、今回の見直し

ではこうした不確定要素を除いたうえで、３つの経営目標の達成を実現するこ

とを検討しました。 

   また、収入の大部分を占める料金収入について、将来的な料金改定の実施に

ついては流動的であることを認識しつつ、現時点で反映できる条件を可能な

限り盛り込み、令和９年度及び令和１３年度にそれぞれ平均１３％の改定を

行うことを想定して、投資・財政計画を策定しました。 

 

 

＜目標①の達成見通し＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和１６年度末時点
累計純損益３,５７５千円目標①

・毎年の利益の確保
➡計画期間中の累計純損益の黒字化。

15,393
12,382

△ 37,643

△ 2,584 △ 1,078 △ 1,029

△ 8,739

△ 16,833

20,767

14,690

9,509

△ 1,260

15,393

27,775

△ 9,868
△ 12,452 △ 13,530

△ 14,559

△ 23,298

△ 40,131

△ 19,364

△ 4,674

4,835

3,575

△ 50,000

△ 40,000

△ 30,000

△ 20,000

△ 10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（千円） 純損益・計画期間中の累計純損益の予測 純損益（千円）

計画期間中の累計純損益（千円）
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＜目標②の達成見通し＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜目標③の達成見通し＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和１６年度末時点
企業債残高２０億５,９００万円目標②

・企業債残高の圧縮
➡企業債残高を２１億円以下に抑える。

1,752 1,732 1,710 
1,592 1,536 1,520 

1,700 
1,839 

2,322 2,296 2,247 2,201 2,163 2,133 2,109 2,082 2,059 

37.5
62.2

100.4 117.8
71.8

112.1

305.9
264.3

613.8

107.4 107.4 107.4 107.4 107.4 107.4 107.4 107.4

76.9 82.2 122.2 235.8 127.9 127.7 125.8 126.1 130.1 133.4 156.7 153.8 145.3 137.0 131.4 134.6 130.5
0
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1,000

1,500

2,000

2,500

0

150

300

450

600

750

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（百万円）

企業債残高・発行額・償還額の予測
発行額（百万円）

償還額（百万円）

企業債残高（百万円） （百万円）

目標③
・資金残高の確保 令和１６年度末時点

内部留保資金残高３億４２０万円➡資金残高を２億円以上確保する。

72,837

23,005 23,458

△ 101,780

5,468
15,393 12,382

△ 37,643

△ 2,584 △ 1,078 △ 1,029
△ 8,739

△ 16,833

20,767 14,690
9,509

△ 1,260

440.1 442.1

520.5

363.0
332.4

346.7
376.7 364.6

409.1 414.5 400.6

361.8

317.2 317.3 319.7 314.4 304.2

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

△ 125,000

△ 100,000

△ 75,000

△ 50,000

△ 25,000

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（千円） 内部留保資金残高・純損益の予測
純損益（千円）

内部留保資金残高（百万円） （百万円）
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４．収支計画 

   附属資料２参照。投資計画に基づいた収支計画を添付しています。 

 

 

 

５．その他の取組み 

（１）資産の有効活用等による収入増加の取組みについて 

新たな財源確保のため、未利用地の有効活用を図るとともに、施設規模の最

適化に伴い遊休施設が生じた場合の有効活用策について検討を行います。 
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 第５章 経営戦略の事後検証、見直し等に関する事項                     

経営戦略の推進にあたっては、経営目標の達成状況を定期的に検証及び評価

し、実施手法の改善や計画の見直し等に反映させる進捗管理が必要です。 

進捗管理は、「計画」「実施」「検証及び評価」「改善及び見直し」の一連の

流れ（ＰＤＣＡサイクル）により行い、無駄のない質の高い業務執行に努めます。

なお、大きな事業環境の変化等に対しては、その都度見直しの検討を行います。 

具体的な見直し時期については、４年ごとに検証を行う料金改定に併せ実施

することとし、中長期経営計画の達成状況の検証及び評価を行い、ホームページ

等で公表します。 

 

＜経営戦略見直しのサイクル＞ 
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 第６章 広域化・官民連携について                       

水道事業は、市民の生活に欠かせないライフラインであることから、安心・安

全な水を将来にわたり安定して供給できるように健全で持続可能な経営を維持

しなければなりません。 

しかし、水道事業を取り巻く環境は一段と厳しさを増しており、様々な課題を

抱えています。施設の老朽化が進む中、これからは「維持管理の時代」「更新の

時代」と言われていますが、人口減少に伴う水需要の低下による給水収益の減少

により、今後の更新需要に対応するだけの財源を確保する見通しは非常に厳し

い状況にあります。 

また、人員面では職員が高齢化する一方、近年は若手技師の採用が少なく、人

員不足とともに技術の継承が課題となっています。さらに、管工事を受注する地

元民間企業も高齢化や人員減少の問題に直面しています。 

事業環境が大きく変化する中、これからも市民の皆さまが安心して飲める安

全な水を安定的に供給していくためには、水道事業単独で取組むには限界があ

ることも事実です。国においてもこれらの問題を重要視しており、平成３０年１

２月の水道法改正の中で、水道事業の基盤強化のための水道事業の広域連携や

官民連携をより一層推進することとしています。 

このような状況を踏まえ、今後は広域連携及び官民連携のメリット・デメリッ

トを整理するとともに、業務の共同化や委託可能なところから検討を進めてい

く必要があります。 

 

（１）広域化について 

平成３１年３月に大分県が水道ビジョンを策定し、県民生活とその経済活動

を支えてきた水道の恩恵を将来にわたって享受できるよう水道事業が持続・発

展していくための今後取り組むべき事項や方策が示されました。その中で、大

分県特有の地形的な制約等から市町村間における施設統合は難しいとの結果

から、県内を５ブロックに分け、人材育成や資材の共同購入などの取組みやす

いものから広域化を検討し、さらに緊急時連絡管の接続や保守点検業務、運転

監視業務の共同委託、共同監視へと検討対象を拡大していくことになりました。 

   さらに、大分県は令和５年３月にこれまでの検討状況を踏まえ、広域化の具

体的な効果等をシミュレーションし、比較検討したうえで、当面の具体的取組

の内容・スケジュール等を定めた「水道広域化推進プラン」を策定しました。 

現在、「大分県水道広域化推進プラン」の方針を踏まえ、東部ブロック（杵

築市・国東市・別府市・日出町・姫島村）における広域連携を検討・推進して

いるところであり、東部ブロックの市町村間で、委託先や資材の調達先などの

情報共有を図り、資材の共同購入など取組みやすいものから広域化を進めてい

きます。 
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（２）官民連携について 

水道事業においては、これまで隣接する国東市と経営改善を目的とした広 

域連携について協議を重ねてきましたが、令和３年度に国土交通省の先導的官

民連携支援事業の採択をうけ、２市連携による上下水道の広域的な包括的民間

委託導入可能性検討調査を実施しました。 

これは２市連携による広域的な運営のためのプラットホームとなる主体を

構築したうえで、一層の経営の効率化及び持続を図ることの可能性を検討する

ものであり、２市連携による包括的民間委託の導入について、事業範囲、官民

連携手法、包括委託にあたって想定される実施主体、発注、契約方式、ＶＦＭ

の算定、マーケットサウンディング（民間市場調査）を実施したところです。 

水道事業の環境が、これまでの人口増加を想定した区域拡張や施設整備を 

前提とした時代から、長期的な人口減少社会に突入した現在、それに対応する

事業のあり方も新たに見直す必要があります。官民連携は、行政が行う事業や

サービスを行政と民間事業者等互いに連携し、民間の持つ多種多様な技術や経

営ノウハウを活用することによって、技術水準やサービス水準の向上、事業の

効率化、コスト縮減を図る事業手法であり、本市水道事業においても有効な手

法であると考えています。 

一方、委託業務のモニタリングができる職員の不在により、事業内容の検証

が十分できないことなどが課題として挙げられます。 

今後はこの調査結果を参考に、課題である事後検証できる体制づくりも含め、

引き続き協議・検討を行っていきます。 

 

＜広域での官民連携のイメージ図＞ 
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【 附属資料 】
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 経営比較分析表（令和６年度決算）                     

 

【指標の解説】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
経営指標
（単位）

説明 算出式

①経常収支比率
（％）

経常収益（給水収益や一般会計からの繰入金等）
で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄え
ているかを表す指標で、単年度収支が黒字であれば
100％以上となります。

②累積欠損金比
率
（％）

営業収益に対する累積欠損金の状況を表す指標で、
累積欠損金を有している場合は経営の健全性に課題
がある状況であるため、累積欠損金がないことを示す
０％であることが求められます。

③流動比率
（％）

短期的な債権に対する支払能力を表す指標であり、
１年以内に支払うべき債権に対して支払い可能な現
金預金等が十分にある状態を示す100％以上である
ことが必要です。

④企業債残高対
給水収益比率
（％）

給水収益に対する企業債残高の割合により企業債残
高の規模を表す指標であり、経年比較や類似団体と
の比較により現状分析を行います。

⑤料金回収率
（％）

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているか
を表す指標であり、料金水準等を評価することが可能
です。100％を下回っている場合は、給水に係る費用
が給水収益以外の収入（一般会計からの繰入金
等）で賄われていることを意味するため、数値が低く、
繰出基準に定める事由以外の繰出金によって収入不
足を補塡しているような場合は、適切な料金収入の確
保が求められます。

⑥給水原価
（円/㎥）

有収水量１㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっ
ているかを表す指標であり、経年比較や類似団体との
比較により現状分析を行います。

⑦施設利用率
（％）

施設・設備が１日に配水することができる能力に対す
る、１日平均配水量の割合であり、施設の利用状況
や適正規模を判断する指標になります。

⑧有収率
（％）

施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標
になります。当該指標は、100％に近ければ近いほど施
設の稼働状況が収益に反映されていると言えます。数
値が低い場合は、漏水等の原因を特定し、その対策を
講じる必要があります。

①有形固定資産
減価償却率
（％）

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの
程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化の度
合いを示しており、経年比較や類似団体との比較によ
り現状分析を行います。

②管路経年化率
（％）

法定耐用年数を超えた管路延⾧の割合を表した指標
で、管路の老朽化の度合いを示しており、経年比較や
類似団体との比較により現状分析を行います。

③管路更新率
（％）

当該年度に更新した管路延⾧の割合を表した指標
で、管路の更新ペースや状況を把握することができま
す。

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

老
朽
化
の
状
況

経常収益
経常費用

× 100

× 100
当年度未処理欠損金

営業収益－受託工事収益

流動資産
流動負債

× 100

給水収益

企業債現在高合計
× 100

供給単価

給水原価
× 100

１日平均配水量
× 100

１日配水能力

年間総有収水量
× 100

年間総配水量

有形固定資産減価償却費累計額
× 100

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿価額

法定耐用年数を経過した管路延⾧
× 100

管路延⾧

当該年度に更新した管路延⾧
× 100

管路延⾧

経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価
＋附帯事業費）－⾧期前受金戻入

年間総有収水量
× 100
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業
を

統
合

し
た

た
め

負
債

が
膨

ら
ん

で
い

ま
す

。
④

『
企

業
債

残
高

対
給

水
収

益
比

率
』

…
給

水
収

益
に

対
す

る
企

業
債

残
高

の
割

合
で

あ
り

、
企

業
債

残
高

の
規

模
を

表
す

指
標

。
R
6
か

ら
R
8
に

か
け

て
、

浄
水

場
の

改
修

事
業

に
伴

う
費

用
を

企
業

債
借

入
す

る
こ

と
か

ら
、

今
後

は
上

昇
す

る
見

込
み

で
す

。
必

要
に

応
じ

適
切

な
企

業
債

新
規

借
入

を
行

い
ま

す
。

⑤
『

料
金

回
収

率
』

…
給

水
に

係
る

費
用

が
、

ど
の

程
度

給
水

収
益

で
賄

え
て

い
る

か
を

表
し

た
指

標
。

R
5
の

料
金

改
定

に
よ

り
数

値
の

改
善

が
図

ら
れ

ま
し

た
が

、
依

然
と

し
て

1
0
0
％

を
下

回
っ

て
お

り
、

必
要

な
経

費
を

給
水

収
益

で
賄

え
て

お
ら

ず
、

適
正

な
料

金
水

準
へ

の
見

直
し

が
必

要
で

す
。

⑥
『

給
水

原
価

』
…

R
2
に

全
簡

易
水

道
事

業
を

統
合

し
た

こ
と

に
よ

る
費

用
増

に
よ

り
、

類
似

団
体

平
均

値
及

び
全

国
平

均
と

比
べ

て
高

く
な

っ
て

い
ま

す
。

ま
た

、
有

収
水

量
の

減
少

と
物

価
高

騰
な

ど
に

よ
る

費
用

増
に

よ
り

増
加

傾
向

に
あ

り
ま

す
。

経
営

の
効

率
化

と
漏

水
率

の
低

減
に

努
め

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。
⑦

『
施

設
利

用
率

』
…

配
水

能
力

に
対

す
る

配
水

量
の

割
合

で
、

施
設

の
利

用
状

況
を

判
断

す
る

指
標

。
類

似
団

体
平

均
値

に
比

べ
て

高
い

水
準

で
あ

る
も

の
の

、
今

後
は

、
給

水
人

口
の

減
少

等
に

よ
る

水
需

要
の

減
少

も
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

、
適

正
な

施
設

規
模

の
検

討
が

必
要

で
す

。
⑧

『
有

収
率

』
…

施
設

の
稼

働
が

収
益

に
つ

な
が

っ
て

い
る

か
を

判
断

す
る

指
標

。
類

似
団

体
平

均
値

を
上

回
っ

て
い

ま
す

が
、

R
5

に
実

施
し

た
衛

星
漏

水
調

査
を

活
用

し
漏

水
防

止
を

行
う

な
ど

、
引

き
続

き
有

収
率

の
上

昇
に

向
け

努
力

し
て

い
き

ま
す

。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

①
『

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

率
』

…
有

形
固

定
資

産
の

う
ち

、
償

却
対

象
資

産
の

減
価

償
却

が
ど

の
程

度
進

ん
で

い
る

か
を

表
す

指
標

。
R
2
の

全
簡

易
水

道
事

業
の

統
合

に
よ

り
、

全
国

平
均

を
大

幅
に

下
回

っ
て

い
ま

す
。

配
管

等
の

老
朽

化
は

進
行

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
今

後
計

画
的

な
更

新
が

必
要

で
す

。
②

『
管

路
経

年
比

率
』

…
法

定
耐

用
年

数
を

超
え

た
管

路
延

長
の

割
合

を
表

す
指

標
。

全
国

平
均

を
下

回
っ

て
い

ま
す

が
、

老
朽

管
の

計
画

的
な

更
新

を
行

う
よ

う
努

め
ま

す
。

③
『

管
路

更
新

率
』

…
当

該
年

度
に

更
新

し
た

管
路

延
長

の
割

合
を

表
す

指
標

。
類

似
団

体
平

均
値

及
び

全
国

平
均

を
上

回
っ

て
い

ま
す

が
、

重
要

性
の

高
い

管
路

を
計

画
的

、
効

果
的

に
更

新
を

進
め

て
い

く
必

要
が

あ
り

ま
す

。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

給
水

区
域

面
積

(
k
m
2
)

給
水

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

－
類

似
団

体
平

均
値

（
平

均
値

）

R
5
年
の
水
道
料
金
改
定
に
よ
る
増
収
に
よ
り
、
各
指
標
に
お
い
て

一
定
の
改
善
が
図
ら
れ
、
現
時
点
で
は
、
経
営
の
健
全
性
、
施
設

の
効
率
性
は
概
ね
確
保
さ
れ
て
い
る
と
い
え
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
将
来
的
に
は
人
口
減
少
に
伴
う
水
需
要
の
減
少

と
、
近
年
の
人
件
費
の
増
加
や
物
価
高
騰
な
ど
に
よ
り
あ
ら
ゆ
る

経
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
す
。
さ
ら
に
、
災
害
に
備
え
た
主
要
施

設
の
耐
震
化
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
法
定
耐
用
年
数
を
超
え
た
施

設
及
び
配
管
の
更
新
に
多
額
の
費
用
が
必
要
と
な
っ
て
い
き
ま

す
。
ま
た
、
人
材
確
保
が
困
難
に
な
っ
て
き
て
い
る
技
術
職
員
の

確
保
と
育
成
に
も
努
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
厳
し
い
経
営
状
況
に
対
応
す
る
た
め
、
R
7
か
ら
R
8
に

か
け
て
杵
築
市
水
道
事
業
審
議
会
を
開
催
し
、
「
杵
築
市
水
道
ビ

ジ
ョ
ン
」
の
改
定
を
審
議
す
る
と
と
も
に
、
経
営
の
基
本
計
画
で

あ
る
「
杵
築
市
水
道
事
業
経
営
戦
略
」
の
見
直
し
と
、
次
期
料
金

改
定
の
検
討
を
行
い
、
こ
れ
ら
の
審
議
結
果
に
基
づ
い
た
計
画
等

を
着
実
に
実
行
し
て
い
く
こ
と
で
、
持
続
可
能
な
健
全
経
営
を
目

指
し
ま
す
。

2
4
3
.
0
5

【
】

令
和

6
年

度
全

国
平

均

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

-
6
3
.
0
6

8
2
.
4
5

3
,
7
1
0

2
1
,
4
6
4

資
金

不
足

比
率

(
％

)
自

己
資

本
構

成
比

率
(
％

)
普

及
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)
現

在
給

水
人

口
(
人

)

2
6
,
1
5
3

2
8
0
.
0
8

9
3
.
3
8

■
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）
法
適
用

水
道
事
業

末
端
給
水
事
業

A
6

非
設
置

経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

6
年

度
決

算
）

大
分

県
　

杵
築

市

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

グ
ラ

フ
凡

例

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

0
.5
0

0
.3
3

0
.6
1

0
.6
4

0
.8
2

平
均
値

0
.5
3

0
.4
8

0
.5
0

0
.4
1

0
.4
1

9
6.
0
0

9
8.
0
0

1
00
.
00

1
02
.
00

1
04
.
00

1
06
.
00

1
08
.
00

1
10
.
00

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

1
03

.
85

1
04
.
97

1
01
.
11

1
04
.
55

1
02
.
42

平
均
値

1
08
.
35

1
08
.
84

1
05
.
92

1
06
.
01

1
03
.
74

0
.0
0

1
0.
0
0

2
0.
0
0

3
0.
0
0

4
0.
0
0

5
0.
0
0

6
0.
0
0

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該

値
4
3.
8
9

4
5.
0
9

4
6.
8
5

4
8.
5
1

4
9.
9
0

平
均

値
5
0.
6
3

5
1.
2
9

5
2.
2
0

5
2.
7
0

5
3.
4
8

0
.0
0

5
.0
0

1
0.
0
0

1
5.
0
0

2
0.
0
0

2
5.
0
0

3
0.
0
0

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

9
.6
7

9
.9
9

1
0.
3
8

1
0.
9
2

1
1.
8
9

平
均
値

1
8.
2
8

1
9.
6
1

2
0.
7
3

2
2.
8
6

2
4.
3
1

①
経
常

収
支
比

率
(
％
)

0
.0
0

5
.0
0

1
0.
0
0

1
5.
0
0

2
0.
0
0

2
5.
0
0

3
0.
0
0

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

0
.0
0

2
0.
0
7

2
5.
1
1

1
9.
0
2

1
6.
2
0

平
均
値

3
.9
8

6
.0
2

7
.7
8

9
.5

9
1
1.
5
5

0
.0
0

5
0.
0
0

1
00
.
00

1
50
.
00

2
00
.
00

2
50
.
00

3
00
.
00

3
50
.
00

4
00
.
00

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

3
11
.
99

2
42
.
44

2
20
.
73

2
06
.
81

2
47
.
66

平
均
値

3
67
.
55

3
78
.
56

3
64
.
46

3
38
.
89

3
52
.
34

3
30
.
00

3
40
.
00

3
50
.
00

3
60
.
00

3
70
.
00

3
80
.
00

3
90
.
00

4
00
.
00

4
10
.
00

4
20
.
00

4
30
.
00

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

4
23
.
68

4
18
.
88

4
10
.
74

3
67
.
02

4
11
.
66

平
均
値

4
18
.
68

3
95
.
68

4
03
.
72

4
00
.
21

3
91
.
13

0
.0
0

2
0.
0
0

4
0.
0
0

6
0.
0
0

8
0.
0
0

1
00
.
00

1
20
.
00

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

9
6.
6
6

8
2.
9
8

7
9.
2
1

8
5.
0
8

8
5.
0
4

平
均
値

9
4.
7
8

9
7.
5
9

9
2.
1
7

9
2.
8
3

9
2.
1
6

0
.0
0

5
0.
0
0

1
00
.
00

1
50
.
00

2
00
.
00

2
50
.
00

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

1
63
.
29

1
95
.
65

2
04
.
32

2
17
.
43

2
19
.
60

平
均
値

1
81
.
30

1
81
.
71

1
88
.
51

1
89
.
43

1
96
.
75

4
8.
0
0

5
0.
0
0

5
2.
0
0

5
4.
0
0

5
6.
0
0

5
8.
0
0

6
0.
0
0

6
2.
0
0

6
4.
0
0

6
6.
0
0

6
8.
0
0

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

6
5.
4
3

6
0.
7
7

6
0.
1
4

5
7.
9
8

5
7.
3
6

平
均
値

5
5.
8
9

5
5.
7
2

5
5.
3
1

5
5.
1
4

5
4.
9
9

7
7.
0
0

7
8.
0
0

7
9.
0
0

8
0.
0
0

8
1.
0
0

8
2.
0
0

8
3.
0
0

8
4.
0
0

R
02

R
03

R
04

R
05

R
06

当
該
値

8
3.
4
1

8
2.
2
0

8
1.
9
9

8
2.
2
0

8
2.
3
0

平
均
値

8
1.
2
7

8
1.
2
6

8
0.
3
6

8
0.
1
3

7
9.
3
4

②
累
積

欠
損
金

比
率

(
％
)

③
流
動

比
率
(
％
)

④
企
業

債
残
高

対
給

水
収
益

比
率

(
％
)

⑤
料
金

回
収
率

(
％
)

⑥
給
水

原
価
(
円
)

⑦
施
設

利
用
率

(
％
)

⑧
有
収

率
(
％

)

①
有
形

固
定
資

産
減

価
償
却

率
(
％
)

②
管
路

経
年
化

率
(
％
)

③
管
路

更
新
率

(
％
)

【
1
07
.2
6】

【
1
.6
1】

【
2
39
.6
9】

【
2
64
.8
6】

【
8
9.
21
】

【
6
0.
21
】

【
1
81
.6
6】

【
9
7.
59
】

【
5
2.
41
】

【
2
6.
78
】

【
0
.5
9】
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 投資・財政計画（収支計画）                        

 

（１）収益的収支の試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（ 13％ ）

実績

400,663 396,980 453,534 510,663 504,316 537,699 527,571

391,547 382,193 412,035 390,308 383,603 425,350 422,967

376,090 368,501 403,616 380,065 373,949 414,260 413,079

0 0 0 0 0 0 0

15,457 13,692 8,419 10,243 9,654 11,090 9,888

8,280 14,787 33,311 120,354 120,713 112,349 104,604

2,181 2,115 15,147 86,273 79,380 71,645 68,650

4,015 10,164 11,270 28,463 26,676 27,396 29,336

2,084 2,508 6,894 5,618 14,657 13,308 6,618

836 0 8,188 1 0 0 0

327,826 373,975 430,076 612,443 498,848 522,306 515,189

307,940 349,257 404,760 464,681 480,052 496,296 498,840

73,953 74,331 81,129 75,638 76,470 70,654 62,012

35,948 35,297 50,918 51,286 53,448 49,473 56,774

5,374 5,573 6,189 6,398 6,914 6,698 6,855

26,035 27,577 35,339 42,132 42,897 40,072 42,142

50,807 70,934 86,278 88,946 93,741 124,927 125,336

101,085 119,552 122,699 179,812 190,656 185,274 181,983

2,830 2,990 7,728 6,251 1,306 1,307 1,308

11,908 13,003 14,480 14,218 14,620 17,891 22,430

19,884 18,152 24,076 21,790 18,736 17,999 16,261

19,625 18,101 24,076 21,790 18,736 17,205 16,192

259 51 0 0 0 794 69

△ 2 △ 6,566 △ 1,240 △ 125,972 △ 60 △ 8,011 △ 88

72,837 23,005 23,458 △ 101,780 5,468 15,393 12,382

- - - - - 15,393 27,775

計画期間外

項目

計画期間中の累計純損益

純損益

特別損益

支払利息

その他営業外費用

営業費用

職員給与費

減価償却費

資産減耗費

その他営業費用

営業外費用

委託料

（料金改定率）

給水収益

水道事業収益

修繕費

受託工事収益

水道事業費用

営業収益

特別収益

その他営業収益

営業外収益

他会計補助金

⾧期前受金戻入

その他営業外収益

動力費

薬品費



28 
 

                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位:千円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（ 13％ ） （ 13％ ）

見込み

522,192 537,341 580,776 577,463 575,258 571,163 617,938 615,815 614,860 610,589

422,318 425,010 476,553 471,782 467,725 462,829 516,197 511,730 506,435 501,540

411,350 413,055 463,386 458,752 454,165 449,623 502,993 497,963 492,984 488,054

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10,968 11,955 13,167 13,030 13,560 13,206 13,204 13,767 13,451 13,486

99,874 112,331 104,223 105,681 107,533 108,334 101,741 104,085 108,425 109,049

67,243 77,687 68,842 71,271 73,560 74,111 67,596 70,923 73,069 76,810

25,983 27,156 28,439 27,472 27,033 27,282 27,207 26,722 28,914 25,795

6,648 7,488 6,942 6,938 6,940 6,941 6,938 6,440 6,442 6,444

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

559,835 539,925 581,854 578,492 583,997 587,996 597,171 601,125 605,351 611,849

529,566 515,095 548,203 543,860 549,072 552,523 561,053 564,215 567,540 573,143

69,965 57,189 57,724 58,272 58,832 59,402 59,984 60,578 61,184 61,802

61,684 65,730 67,044 68,384 69,750 71,144 72,566 74,016 75,495 77,005

10,413 12,484 12,734 12,988 13,248 13,513 13,783 14,059 14,340 14,627

47,293 46,331 48,711 49,817 51,965 51,720 52,642 53,496 51,970 54,613

140,564 127,778 128,720 129,422 133,960 135,189 140,807 141,406 142,528 143,858

182,046 182,505 212,648 204,399 200,368 200,696 200,463 199,893 200,881 200,182

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

16,101 21,578 19,122 19,078 19,449 19,359 19,308 19,267 19,642 19,556

18,087 23,649 33,471 34,452 34,745 35,293 35,938 36,730 37,631 38,526

17,597 22,449 33,470 34,316 34,745 35,293 35,938 36,730 37,631 38,526

490 1,200 1 136 0 0 0 0 0 0

△ 12,182 △ 1,181 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180

△ 37,643 △ 2,584 △ 1,078 △ 1,029 △ 8,739 △ 16,833 20,767 14,690 9,509 △ 1,260

△ 9,868 △ 12,452 △ 13,530 △ 14,559 △ 23,298 △ 40,131 △ 19,364 △ 4,674 4,835 3,575

計画期間（令和５年度～令和１６年度）

資料２ 
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（２）資本的収支の試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）資金収支の試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

実績

157,030 103,096 46,463 △ 78,322 △ 72,854 △ 57,461 △ 45,079

485,521 440,075 442,120 520,545 363,005 332,369 346,719

187,358 153,597 219,166 199,275 184,554 189,841 201,543

① 72,837 23,005 23,458 △ 101,780 5,468 15,393 12,382

② 99,900 118,900 119,157 280,024 165,286 160,842 157,225

③ 14,621 11,692 15,293 21,031 13,800 13,606 31,936

④ 0 0 61,258 0 0 0 0

△ 232,804 △ 151,552 △ 140,741 △ 356,815 △ 215,190 △ 175,491 △ 171,573

440,075 442,120 520,545 363,005 332,369 346,719 376,689

当年度純利益（△純損失）

内部留保資金残高　　※年度末

当年度発生額

資本的収支不足額

内部留保資金残高　　※年度当初

利益剰余金（△累積欠損金）

旧簡易水道事業引継資金

当年度分消費税資本的収支
調整額

損益勘定留保資金

計画期間外

項目

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

実績

52,789 90,073 170,579 129,672 82,474 136,726 331,995

37,500 62,200 100,400 117,800 71,800 112,100 305,900

11,318 14,005 59,386 0 3,252 9,709 18,181

313 10,336 7,418 10,154 4,739 13,433 6,084

3,658 3,532 3,375 1,718 2,683 1,484 994

0 0 0 0 0 0 836

285,593 241,625 311,320 486,487 297,664 312,217 503,568

208,654 159,447 189,072 250,673 169,807 184,562 377,753

8,446 8,348 18,080 16,670 15,179 15,767 23,370

83,846 15,018 63,802 28,963 0 12,848 17,941

111,747 130,125 104,300 170,931 151,800 150,561 333,287

4,615 5,956 2,890 34,109 2,828 5,386 3,155

76,939 82,178 122,248 235,814 127,857 127,655 125,815

△ 232,804 △ 151,552 △ 140,741 △ 356,815 △ 215,190 △ 175,491 △ 171,573

1,751,867 1,731,889 1,710,041 1,592,026 1,535,969 1,520,414 1,700,499企業債残高

資本的収支不足額

資本的支出

建設改良費

職員給与費

委託料

工事請負費

その他

企業債償還金

計画期間外

項目

資本的収入

企業債

出資金

工事負担金

他会計負担金

他会計補助金
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R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

見込み

354,833 665,136 133,578 148,003 129,485 122,808 122,072 125,170 127,143 126,807

264,300 613,800 107,400 107,400 107,400 107,400 107,400 107,400 107,400 107,400

54,272 24,173 9,308 10,313 7,085 2,908 2,172 5,270 7,243 6,907

6,391 5,000 5,000 2,500 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

479 1,000 0 0 0 0 0 0 0 0

29,391 21,163 11,870 27,790 10,000 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500

514,458 831,904 328,668 352,341 350,149 341,396 333,279 327,913 331,299 327,442

388,320 701,839 195,242 195,618 196,353 196,086 196,292 196,502 196,717 196,936

23,179 18,270 18,461 18,656 18,855 19,058 19,264 19,474 19,689 19,908

13,032 27,116 5,050 10,000 10,000 0 0 0 0 0

348,615 637,329 168,549 163,900 163,900 173,900 173,900 173,900 173,900 173,900

3,494 19,124 3,182 3,062 3,598 3,128 3,128 3,128 3,128 3,128

126,138 130,065 133,426 156,723 153,796 145,310 136,987 131,411 134,582 130,506

△ 159,625 △ 166,768 △ 195,090 △ 204,338 △ 220,664 △ 218,588 △ 211,207 △ 202,743 △ 204,156 △ 200,635

1,838,661 2,322,396 2,296,370 2,247,048 2,200,652 2,162,742 2,133,155 2,109,144 2,081,962 2,058,856

計画期間（令和５年度～令和１６年度）

（単位:千円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

見込み

△ 82,722 △ 85,306 △ 86,384 △ 87,413 △ 96,152 △ 112,985 △ 92,218 △ 77,528 △ 68,019 △ 69,279

376,689 364,559 409,116 414,473 400,596 361,844 317,152 317,284 319,717 314,353

147,495 211,325 200,447 190,461 181,912 173,896 211,339 205,176 198,792 190,443

△ 37,643 △ 2,584 △ 1,078 △ 1,029 △ 8,739 △ 16,833 20,767 14,690 9,509 △ 1,260

156,062 156,849 185,709 178,428 174,835 174,913 174,756 174,670 173,467 175,887

29,076 57,060 15,816 13,062 15,816 15,816 15,816 15,816 15,816 15,816

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 159,625 △ 166,768 △ 195,090 △ 204,338 △ 220,664 △ 218,588 △ 211,207 △ 202,743 △ 204,156 △ 200,635

364,559 409,116 414,473 400,596 361,844 317,152 317,284 319,717 314,353 304,161

（単位:千円）

計画期間（令和５年度～令和１６年度）
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 計画の達成状況の検証                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料３ 

計画値　B

537,699 527,571 522,192 1,587,462 1,613,005 △ 25,543

425,350 422,967 422,318 1,270,635 1,279,265 △ 8,630

414,260 413,079 411,350 1,238,689 1,249,228 △ 10,539
計画よりやや下
振れ

0 0 0 0 0 0

11,090 9,888 10,968 31,946 30,037 1,909

112,349 104,604 99,874 316,827 333,740 △ 16,913

71,645 68,650 67,243 207,538 228,686 △ 21,148 補助金の減
27,396 29,336 25,983 82,715 87,539 △ 4,824

13,308 6,618 6,648 26,574 17,515 9,059

0 0 0 0 0 0

522,306 515,189 559,835 1,597,330 1,504,207 93,123
496,296 498,840 529,566 1,524,702 1,456,233 68,469

70,654 62,012 69,965 202,631 239,784 △ 37,153 職員数の減

49,473 56,774 61,684 167,931 156,916 11,015 物価上昇

6,698 6,855 10,413 23,966 20,234 3,732 物価上昇

40,072 42,142 47,293 129,507 142,080 △ 12,573 修繕費の減

124,927 125,336 140,564 390,827 300,764 90,063
１次対応委託
の増など

185,274 181,983 182,046 549,303 535,524 13,779

1,307 1,308 1,500 4,115 13,740 △ 9,625

17,891 22,430 16,101 56,422 47,191 9,231
17,999 16,261 18,087 52,347 47,944 4,403

17,205 16,192 17,597 50,994 47,944 3,050

794 69 490 1,353 0 1,353

△ 8,011 △ 88 △ 12,182 △ 20,281 30 △ 20,311

15,393 12,382 △ 37,643 △ 9,868 108,798 △ 118,666 計画より下振れ

15,393 27,775 △ 9,868 △ 9,868 108,799 △ 118,667

計画値　B

136,726 331,995 354,833 823,554 1,275,545 △ 451,991

112,100 305,900 264,300 682,300 1,205,200 △ 522,900
浄水場工事の
支払いが後年度
へ

概ね計画どおり。

9,709 18,181 54,272 82,162 35,545 46,617 出資金の増

13,433 6,084 6,391 25,908 30,000 △ 4,092

1,484 994 479 2,957 4,800 △ 1,843

0 836 29,391 30,227 0 30,227 補助金の増

312,217 503,568 514,458 1,330,243 1,860,394 △ 530,151

184,562 377,753 388,320 950,635 1,476,201 △ 525,566 概ね計画どおり。
15,767 23,370 23,179 62,316 55,659 6,657
12,848 17,941 13,032 43,821 0 43,821

150,561 333,287 348,615 832,463 1,404,700 △ 572,237
浄水場工事の
支払いが後年度
へ

5,386 3,155 3,494 12,035 15,842 △ 3,807

127,655 125,815 126,138 379,608 384,193 △ 4,585

△ 175,491 △ 171,573 △ 159,625 △ 506,689 △ 584,849 78,160

1,520,414 1,700,499 1,838,661 1,838,661 2,359,077 △ 520,416

計画値　B

△ 57,461 △ 45,079 △ 82,722 △ 82,722 26,975 △ 109,697
欠損金の解消が
進まなかった

332,369 346,719 376,689 376,689 388,291 △ 11,602

△ 175,491 △ 171,573 △ 159,625 △ 159,625 △ 195,846 36,221

346,719 376,689 364,559 364,559 438,038 △ 73,479 計画より下振れ 計画より下振れ。

R7
（決算見込）

計
（R7時点）

計
（R7時点）

増減額 増減理由

・内部留保（資金残高）

実績値　Ａ 増減　Ａ－Ｂ

項目
R5 R6 R7

（決算見込）
計

計
（R5～R7）

増減額 増減理由

実績値　Ａ 増減　Ａ－Ｂ

項目
R5 R6

利益減のため解消が進まなかっ
た。

・累積欠損金

資本的収入

収入の根幹をなす水道料金
については、当初見込みよりも
下振れとなった。
ただ、令和8年度からダイワリ
ゾートへの分水が始まることで、
その分は計画から増加する。
他会計補助金も計画を当初見
込みから下ぶれているが、財政
課との協議結果、計画策定時
より増額される計算方法となる
よう協議済みである。

・ 水道道事業収益

・ 水道道事業費用
近年の物価高騰の影響により
動力費、薬品費等が増加し、
計画額を超過している。
次期計画では、物価上昇率を
2.0％として作成する。

・ 資本的支出

第１次拡張事業（浄水場）
の執行状況による年度間の調
整あり。

・ 資本的収入

・純損益

上記理由により収支差額は当
初計画より１億２千万円下振
れ。

・ 特別損失
R7に予定していなかった認可
申請（県への水道事業の変更
申請）業務委託料（1,320
万円）が発生

第１次拡張事業（浄水場）
の執行状況による年度間の調
整あり。

計
（R5～R7）

増減額

増減　Ａ－Ｂ

増減理由

実績値　Ａ

R5 R6 R7
（決算見込）

計

＜収益的収支＞

項目

水道事業収益

その他営業収益

営業外収益

他会計補助金
⾧期前受金戻入

その他営業外収益

給水収益

受託工事収益

特別収益

営業費用

職員給与費

動力費

薬品費

修繕費

委託料

営業収益

減価償却費

資産減耗費

その他営業費用
営業外費用

支払利息

その他営業外費用

特別損失

純損益

＜資本的収支＞

水道事業費用

企業債

出資金

工事負担金

他会計負担金
他会計補助金

内部留保資金残高　※年度末

資本的収支不足額

企業債残高

計画期間中の累計純損益

内部留保資金残高　※年度当初

資本的支出

建設改良費

職員給与費
委託料

工事請負費

その他
企業債償還金

資本的収支不足額

＜資金収支＞

利益剰余金（△累積欠損金）

分 析
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